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データサイエンスにおける調査の科学の必要性を問う  

―調査教育の充実を考える―  
 

関西大学 総合情報学部 

教授 松本 渉 

 

１. はじめに 

2025 年度統計関連学会連合大会（2025 年

９月７日～11 日開催）では、企画セッショ

ン「データサイエンス系学部の現況」の中

で、全国のデータサイエンス系学部につい

て９件報告がなされていた。ここで言うデ

ータサイエンス系学部とは、「データサイ

エンス学部」というシンプルな名称のもの

だけでなく、「ビジネスデータサイエンス

学部」(関西大学)「データサイエンス経営学

部」（宇都宮大学）「健康データサイエンス

学部」（順天堂大学）「ソーシャル・データ

サイエンス学部」（一橋大学）といったデー

タサイエンスを冠する多様な学部が含ま

れ、さらには「社会インフォマティクス学

環」（和歌山大学）といったデータサイエン

スという言葉を含んでいない教育課程の

名称もみられる。そういえば昨今では、情

報デザイン学部などの新設も散見される。

「データサイエンス学部」が登場した当初

（2017～2021 年頃）と異なり、データサイ

エンスへの名称のこだわりは薄れてきた

のかもしれない。 

思い起こせば、1990 年代にも情報系の学

部の新設がみられた。実のところ筆者の所

属する総合情報学部も 1994 年設立である。

一部の名称だけ見ればその時代に戻った

ようでもある。2017 年度以降の状況を鑑み

るに、名称上のデータサイエンスの有無と

は無関係に、データサイエンスを志向した

学部や学科、教育課程が増えてきたという

ことなのであろう。 

名称が多様であれば、データサイエンス

系学部での学びも、当然のことながら様々

である。謳われているデータサイエンス教

育の中身はどのようなものなのか、筆者は

職業柄、こういったデータサイエンス系学

部のホームページなどを目にすると、どの

ような科目が開講されているか時々確認

することがある。よく見ると、多くのデー

タサイエンス系学部では、データ分析や統

計学の授業のほかは、プログラミング教育、

機械学習やビッグデータの扱いといった

内容は共通しているように見られる。しか

し、ひときわ気になるのは、調査法のよう

なデータ収集部分の教育の有無であろう。

日本最初のデータサイエンス学部（2017 年）

である滋賀大学では、標本調査法や社会調

査法のみならず実験計画法や品質管理と

いった複数の側面からデータ収集法につ

いての科目の提供がみられる。しかしなが

らこのような充実したカリキュラムはも

はや当たり前ではないようだ。「データサ

イエンス」とは、データ分析とプログラミ

ング、機械学習・AI といった要素さえ含ん

でおればよいのであろうか。 

本稿では、そもそもデータサイエンスを

どのようなものか考え直し、そのうえで、

現在のデータサイエンスの考え方で危惧

される点を指摘し、今後のデータサイエン

ス人材育成において補強すべき点として

調査教育があることをとりあげる。 
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２. 逆輸入されたデータサイエンス  

まず昨今巷間で取りざたされているデ

ータサイエンス（Data Science）という言葉

は、実のところ逆輸入されたといっても過

言ではないことを強調しておきたい。この

言葉が大きく普及したきっかけが、1996 年

３月に神戸で開催された国際学会「第５回

国際分類学会連合」（IFCS-96）において、

Data Science がキャッチフレーズとされる

とともに、林知己夫氏の講演「What is Data 

Science? Fundamental Concepts and a 

Heuristic Example」（データの科学とは何か

―根本理念と一つの説明例―）により Data 

Science が提唱されたことにあるからであ

る（林、1996；Hayashi、1998；椿、2020）。

それ以前に用語としての利用が全くみら

れないわけではないが、やはり IFCS-96 で

の訴求力は大きかったと評価したい。日本

学術会議情報学委員会 E－サイエンス・デ

ータ中心科学分科会（2014）の言い方を借

りれば、これを機に（Data Science という）

「日本発の用語が国際的に広まる」（p.11）

ことになったのである。IFCS-96 での提唱

に至るまでには、背景としての行動計量学

の発展もあるし（松原・松本、2025）、日仏

セミナーでの林らの成果もあるが（松本、

2022、2025a）、冗長になるので、ここでは

その詳細は割愛する。 

では、林知己夫の提唱した Data Science

（データの科学）とは、どのようなもので

あったのだろうか。いわゆる現在の「デー

タサイエンス」と違ったのであろうか。こ

こではまず文献レビューで導いた議論（松

本、2022、2025a）を参考に、林知己夫の提

唱した「データの科学」の特徴を箇条書き

の形で列挙しておこう。 

１． 林知己夫の Data Science は、日本語で 

は「データの科学」と表現されており、

今日の「データサイエンス」とややず

れがある。 

２．「データの科学」の骨格は、計画

（design）・実施（collection）・分析

（analysis）の三段階で構成されていた。 

３．仮説検証的立場よりも仮説発見的立場 

を重視していた。 

この３つの特徴について補足しておこ

う。 

まず１点目の「データの科学」という表

現は、「データサイエンス」とも「データ科

学」とも区別されており、中央部分の「の」

は、狭い意味の専門用語となっていくこと

を避けるために用いられた工夫で、林個人

の思いを反映したものである（林、2001）。

林知己夫のデータの科学／Data Scienceが、

狭い概念に抑制せず、やや広がりのある概

念を志向していたことを表している。

IFCS-96 の翌 1997 年に刊行された『社会調

査と数量化（増補版）』（林・鈴木、1997）

の初版本にはない追加記述がこの広がり

を示しており、そこでは、データの科学を、

データによって現象を理解することを目

的とする「統計学、データ解析、分類・統

合やそれに関連した諸方法を統一的に集

約する概念」（林・鈴木、1997、p.279）とし

ている。 

２点目は、IFCS-96 の講演で示された内

容である。三要素のうち、計画（design）・

実施（collection）については、日本語と英

語の対応関係が独特である。ただし、計画

が planではなく、また実施が implementation

でないのは、survey design や data collection

が念頭にあったためではないかと推察さ

れよう。英語が先にあり、その和訳として

計画と実施がある。ここで design を設計と

しなかったのは語感として工学的な響き

が気になったためと考えれば納得がいく。
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collection を収集としなかった意図も筆者

は記録からは見いだせていないが、単にデ

ータを集めるのではなく、調査相手を訪問

したり、面接をしたりする実査場面が念頭

にあったのではなかろうか。そして、この

計画（design）と実施（collection）の両者を

合わせて、「データをとること」（林、2001、

p.21）と呼んでいる。「統計学、データ解析、

分類・統合やそれに関連した諸方法を統一

的に集約する概念」（林・鈴木、1997、p.279）

と比べて漠然としているかもしれないが、

実のところ「データの科学」の１つ目の特

徴である「広がり」とは、「調査の科学を包

含する」（林、2001、p.８）ことに他ならな

い。 

３点目は、データによる現象理解を重視

しており、theory-driven よりも data-driven

を志向していたことを意味している。林知

己夫は、「『こうかも知れない、ああかも知

れない、ここは間違っている、これで少し

見えてきた』というプロセスを通し、デー

タに基づいて（data-driven）探索的に情報

を取出す（exploratory approach）」（林・鈴

木、1997、pp.278-279）ことを望ましいとし

ていた。このようなスタンスをとったのは、

曖昧で複雑な現象においては、精密科学

（exact science）のように因果関係を示せ

ないと考えたためであるが（林、2001、

p.114）、林自身、（科学には）「因果関係の

追求はとりあえず大事」（p.３）と述べ「因

果関係らしきもの」で役に立つ（林、2001、

pp.114-116）と考えていた点は注意すべき

であろう。 

現在の「データサイエンス」において、

（全てではないが、）調査の科学が抜け落

ち、そしてしばしば予測重視に傾倒するこ

とは、林が提唱した「データの科学」から

ずれている。「データを妄信せず、その由来

をたずね」（林、2001、p.６）ることを重視

する林の「データ解析」は、「データをいか

にとるか」ということと不可分であった。

また林の扱うデータは、無作為抽出の厳格

な手続きのもとで入手されることが前提

であり、その意味で、精度は関係ないとい

うビッグデータの議論（Mayer-Schönberger 

and Cukier, 2013）とは前提が異なっている。

林の「データの科学」では、たしかに仮説

探索的・仮説発見的な立場が重視されてい

たが、だからといって今日のビッグデータ

の説明に見られるような相関関係さえ分

かれば因果関係は不要といった議論

（Mayer-Schönberger and Cukier, 2013）と

も質を異にするものなのである。 

 

３. 調査の科学の重要性 

「データをいかにとるか」、すなわち「調

査の科学」が主要な問題としてきたのは、

測定誤差や無回答誤差といった調査誤差

の問題であろう。このうち測定誤差は、質

問の仕方によって、回答の得られ方が変わ

り、偏りが生じる問題である。筆者もかつ

て本誌 108 号で、職業に対する信頼と組織

に対する信頼という近似した２つの概念

間の異同の程度について議論した（松本、

2018）。有名なのが林（1970）の示した古典

的事例で、特徴的な二種類の課長のうち上

司としてどちらに使われたいかを尋ねた

質問であろう。同じ質問でも、選択肢の文

章順（前半・後半）を入れ替えるだけで回

答傾向が変化することを実証している。 

海外でも質問文の表現に関する研究事

例は存在している。Loftus and Zanni (1975)

は、冠詞の the と a を入れ替えると回答の

分布が変わったことを実験的な集合調査

から報告している。また split-ballot 法（調

査対象者を無作為に折半して比較する実
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験調査の方法）を用いた GSS（General Social 

Survey）の実験的な社会調査や各種調査の

結果の比較を行うことにより、“welfare”と

“assistance to the poor (ATP) ”であれば、後

者の表現を用いた方が支出についての賛

同を得やすいことを明らかにした調査研

究も複数ある（Smith, 1987; Rasinski, 1989; 

Huber & Paris, 2013）。質問の表現方法で回

答の結果が変わるのは社会調査法の基本

事項なのである。 

 近年、こういった基本が見過ごされたこ

とが原因で、世論調査の業界に衝撃を与え

たのが、2008 年の福田改造内閣支持率の乖

離問題である。各報道機関の発表した支持

率が大きく異なり、特に朝日新聞（24％）

と読売新聞（41.3％）の間で生じた 17％も

の差は、過去最大級の乖離として社会的注

目を集めた（鈴木、2009）。この問題につい

ては、報道各社が異例の情報交換を実施し、

その結果調査運用方法の違いが原因であ

ることが明らかになった（鈴木、2021）。鈴

木（2009）による整理によれば、具体的に

は、①内閣改造の事実を伝えたうえで尋ね

ると支持率が高く出る、②重ね聞きを行う

と支持率が高く出る、というワーディング

（質問文の言い回し）の違いの影響が原因

であったというのである。 

この件では、各社が独自に運用していた

ため、情報交換をするまで原因が明らかに

ならなかったが、逆に原因さえわかってし

まえば、測定誤差の問題の解決につなげる

ことができた。データ収集プロセスを明確

にできたことで原因を特定できたのは重

要なポイントである。 

一方、予測ということに関しては、デー

タ分析の発展が有用に思えるかもしれな

いが、実は予測技術が進んだとしても標本

構成の偏りを克服することはできない。収

集されたデータに偏りがあれば、（どんな

に複雑な予測式を組み立てたとしても）分

析によってうまく予測をするのは難しい。

多くの教科書で語られる選挙予測の失敗

は、分析に失敗したのではなく、そもそも

偏ったデータではだめだということしか

示していない。 

著名な例が、1936 年アメリカ大統領選挙

の選挙予測の失敗である。雑誌『リテラリ

ー・ダイジェスト（Literary Digest）』が 237

万 6523 人の回答をもとにランドン（Landon）

の勝利を予想したものの、実際にはルーズ

ベルト（F. Roosevelt）が再選した（Gallup，

1972）。予測が外れた原因としては、同誌の

購読者・電話加入者・自動車保有者名簿を

対象に含め、富裕層に偏ったデータに基づ

いていたことにあるとされている（西平、

2009）。さらに 12 年後の 1948 年アメリカ

大統領選挙では、各調査会社がトルーマン

（Truman）の再選を予測できなかった。割

当法（quota sampling）を用い、無作為抽出

を行っていなかったことが原因とされて

いる（Gallup,1972、西平、2009）。 

選挙予測を大きく外したのは、古典的な

事例だけではない。近年では、トランプ

（Trump）が最初に当選した 2016 年アメリ

カ大統領選挙の予測も失敗とされている。

米国世論調査学会（AAPOR）は、この点に

ついて、トランプ支持の投票選好が現れる

のが遅かったこと、クリントン支持の大卒

者が過剰に代表されていたにもかかわら

ず、調整が不十分だったことを理由として

いるが（Kennedy et al., 2018）、より根本的

な問題が別にある。アメリカの選挙調査で

は、回収率が１ケタ台の調査や回収率を算

出できないオプト・イン型調査が一般化し

ているのである（Callegaro & DiSogra, 2008）。

予測精度以前の問題であろう。 
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選挙予測の失敗の事例は、どれも信頼で

きないデータが収集されている問題が根

底にあるといっても過言ではない。ゴミを

入れてもゴミしか出力されないという意

味の GIGO（Garbage In, Garbage Out）は、

計算機科学の間で広まった標語である。実

際、何を入れるかは、予測の結果を大きく

左右する。 

たしかに低回収率の偏ったデータでも

多くの条件がほぼ同一であれば、当初導き

出した予測モデルが良い成績を収めるこ

とも一時的にはあるかもしれない。しかし

ながら一昔前までは若年層に偏っている

とされたインターネット調査も、パネルが

高齢化し、若年層の回収が難しくなった。

日々調査環境は変化しているのである。偏

りの種類が変化する以上、一昔前の偏った

データで精度が高い予測モデルが、現在の

別の偏りを持つデータに通用するとは限

らない。例えば、機械学習は予測精度の向

上に長けていることで知られるが、それゆ

えに過学習などの問題も生じやすい。収集

されたデータに偏りがあれば、（どんなに

複雑な予測式を組み立てたとしても）分析

によって予測し続けるのが難しいと思わ

れる。 

予測モデルの高度化が悪いと言ってい

るのではない。注意すべきはブラックボッ

クス化であって、どのようにデータが収集

されてきたか理解することが重要なので

ある。実のところ林・高倉（1964）が示し

た選挙予測における三次曲線モデルは、や

みくもに精度の高さから導かれたもので

はない。そこには、いくばくかの理論があ

った。データをいかに取るかといった知見

に裏付けられていた。多くのマスコミが選

挙情勢調査の方法として、当初の面接調査

から電話調査へ、さらに RDD（Random Digit 

Dialing）法による電話調査やウェブ調査へ

と転換してきたのは、コストやスピードの

問題もあるがデータそのものの質の変化

への対応も背景にあった。現在のデータサ

イエンスも「調査の科学」の重要性を見直

し、データの分析だけでなく、データの収

集にも同等の比重で目を向ける必要があ

るのではなかろうか。 

 

４. 未回収層がもたらす課題 

近年の米国での選挙予測の実情に言及

するまでもなく、今日深刻なのは、低回収

率による未回収標本によるバイアスの存

在である。この点、回収率の低下が与える

調査の結果への影響については興味深い

指摘がある。 

坂元（2010）は、「日本人の国民性調査」

（統計数理研究所）の質問項目のうち、

「#2.12たいていの人は 他人の役にたとう

としていると思いますか それとも 自分

のことだけに気をくばっていると思いま

すか？」（1978 年-2008 年）の 30 年間の経

年の回答傾向として、回収率が低下する中

で「他人の役にたとうとしている」がほぼ

倍増ともいえる上昇傾向（19％→36％）に

違和感を示し、計画標本全体での「他人の

役に…」の回答比率では 5％増にとどまり、

特に 1983-2008 年の 25 年間では変化がほ

とんどないことを指摘している。吉野

（2022）は、未回収層のプロファイリング

を論じる中で、2018 年度までの国民性調査

データに拡張し、坂元（2010）の分析を進

めたところ、「他人の役に…」の回答比率は、

2013 年度 45％、2018 年度 44％と上昇し続

けるが、計画標本全体での回答比率（＝[回

収標本での回答比率]×回収率）に換算する

と、それぞれ 23％、22％とほぼ横ばいの傾

向が続いている。回収率の低下は、社会参
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画に肯定的でない層から調査への参画が

減っていくと想像されることから、社会的

な望ましさを反映するような意識は、回収

率が低下するほどその割合が高まると考

えられたのである。

 

図１ 社会貢献意識の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府大臣官房政府広報室の公表する「社会意識に関する世論調査」の各回のデータをもとに筆者作成（松

本（2023）に中間値の情報を加えている）１  

 

国民性調査以外ではどうだろうか。内閣

府の「社会意識に関する世論調査」の質問

「日頃、社会の一員として、何か社会のた

めに役立ちたいと思っているか、それとも、

あまりそのようなことは考えていないか」

に対する、（役立ちたいと）「思っている」

の回答割合を、社会貢献意識を示すものと

して注目してみよう。表面上の数値として

は、1973 年度（1974 年 2 月）に実施された

最初の調査では 35.4％であったが、概ね増

加し続け、2019 年度（2020 年１月実施）の

調査では 63.4％で、もう一方の選択肢であ

る「あまり考えていない」と答えた者の割

合（33.6％）を大きく上回っている（内閣

府大臣官房政府広報室、2020）。しかし、他

の調査同様、回収率が長期的に低下傾向に

あり、1970 年代には８割近くあったものが、

2020 年１月の調査では 54％に落ち込んで

いる。ここでも社会貢献意識を示す割合と

して、「（役立ちたいと）「思っている」の回

答率×回収率」で換算してみよう。社会貢

献意識の最も低く見積もった場合の推計

である。この数値は最低値であり、やや過

少とも疑われるので、中間の値を計算し、

もとの回答率、最低値の推計とともに推移

を示すと、図１のようになる。中間値に着

目すれば、長期的に強い増加傾向にあった

表面的な社会貢献意識の数値はやや緩や
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かになり、大きく変わっていないように見

えるのである。 

 なお、2019 年度までとしたのは、それま

では個別訪問面接聴取法で実施されてい

たが、コロナ禍を経て、以後郵送調査で実

施されて比較が困難となったためである。

また「内閣府の世論調査に協力するかしな

いか」と「何か社会のために役立ちたいと

思っているかどうか」が連動していると仮

定するのであれば、厳密には回収率ではな

く、不在などを除いて、協力率で計算する

べきかもしれないが、実質的に拒否であっ

ても居留守による不在もありえるので協

力率が回収率よりも望ましいかは定かで

はないし、調査年度によっては拒否等の割

合が公表されていないこともあり、ここで

は回収率で検討した。 

ところで、こういった指摘は、ただの予

想ではないかと思われるかもしれない。し

かし、実は米国でも似たような指摘があり、

そこではさらにサブ標本と元の標本を活

用して回答者と調査不能者との比較につ

いて傍証されている。例えば、Abraham, 

Helms & Presser (2009)は、（標本が最新人口

動態調査（CPS: Current Population Survey）

の回答者から抽出される）全米生活時間利

用調査（ATUS: American Time Use Survey）

のデータと CPS のボランティア活動補足

調査データを分析し、ボランティア活動を

行う人々が行わない人々よりも高い回答

率を示す傾向によって米国でのボランテ

ィア活動の推定値が調査によって異なる

状態を引き起こされていると主張してい

る。そして、低回答率の調査ではボランテ

ィアの割合が高くなり、回答率の経時的な

低下はボランティアの過大評価を増加さ

せている可能性が高いとしたのである。ピ

ューリサーチセンターも、Assessing the 

Representativeness of Public Opinion Surveys

（2012 年５月）の中で、同様の傍証により、

調査への回答者は、調査不能者よりも市民

活動にかなり熱心に取り組んでいる傾向

があると指摘している。地域社会やチャリ

ティに関心がある世帯は、調査不能世帯

（33％）よりも回答世帯（43％）の方が多

く、ボランティア活動や市民活動を測定す

る調査の正確さに重大な影響を与えると

したのである。 

 近年、証拠に基づく政策立案（Evidence-

Based Policy Making: EBPM）が一般化した

共通の行政目標となり、データの活用が重

視されている。しかし、社会参画や社会貢

献の度合いが、回収層と未回収層とで大き

く異なっている可能性がある。データの由

来を見ようとしなければ、社会課題の認識

を誤り、誤った方向に政策立案が導かれる

のではなかろうか？ 

 

５. 偏った回収標本にどう取り組むか 

ベイズ統計学では、データが与えられれ

ば、事前確率がアップデートされ、事後確

率が得られる。当初の時点ではどのような

主観確率であってもアップデートを繰り

返せば、正解にたどり着けそうである。迷

惑メールかどうかの判定などはこの手順

で機能するが、ほんとうの正解にたどりつ

くのは、やはり無作為標本のデータが与え

られた場合であろう。RDD やウェブ調査な

どで計画標本サイズを定めず、目標とする

回収標本サイズにたどりつこうとサンプ

ルサイズを拡大し続けることも、ややこれ

に似た構図である。しかし偏った回収標本

だけを集め続けても偏った予測にしかな

らない。生成 AI も構造は似ている。人々が

付与した既存のデータに基づいて生成す

るわけであるから、そもそも学習している
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データに偏りがあれば、偏ったデータにも

とづく知見の再生産になってしまう。 

実は、最近急拡大している自動音声の調

査も、対象者の重複、無関係な対象者によ

る誤差を考慮せず、データサイズさえ大き

ければ良いという発想がうかがえ、懸念さ

れる。自動音声の調査は、一般世帯を対象

としていても、企業や学校の電話回線でも

無頓着にかける、対象地域かどうか確認し

ないなど、無駄な架電を生じさせているか

らである。得られるデータの質保証につい

ても疑念が残る。 

そこで、回収標本の偏りを分析する手掛

かりとして考えたいのが、定性的な調査手

法でよく言及されるトライアンギュレー

ションである。複数の異なる方法、データ

などを組み合わせ、単一の視点だけでは得

られない妥当性の高い知見を目指すもの

である。 

そのような視点の延長として、筆者が重

要と考えるものの１つは、調査プロセスの

計量化である。典型的には、パラデータの

収集である。パラデータは、最終結果を得

るまでに副次的（para-）に生成される調査

過程についてのデータであり、「一時的な

不在」といった調査途上の情報や、電話調

査において把握される架電の状況を記録

したコールレコード（call record）などもそ

の例である。パラデータの把握は、一見地

味な事柄であるが、不自然なオペレーショ

ンの発生を検知することも可能である。パ

ラデータとも異なるが、郵送調査では、返

送時期に着目し、回収層の後期返送者の延

長上に未回収層を位置付けることで、未回

収層を分析する試みもある（松本、2025b）。

１つの方向性として提示しておきたい。 

 

 

６. おわりに 

 冒頭で述べたように、データサイエンス

系の学部や教育課程が増えてきた。プログ

ラミングと分析手法を教える点では共通

しているが、時折、調査手法やサンプリン

グ等の「データをとること」について欠落

しているものを見かける。Davenport & Patil 

(2012)の論文や、日本学術会議情報学委員

会 E-サイエンス・データ中心科学分科会

（2014）の提言を見る限り、データサイエ

ンティストに期待される主要な能力とし

て、ビッグデータの活用が想定されている。

しかし、その想定の延長で、コードの記述

とデータの分析のための人材育成に偏る

ことが起きていないだろうか。林知己夫が

データの科学と呼んだのは、データ科学や

データサイエンスと呼ぶことで当初意図

した Data Science（データの科学）よりも

＜せまく＞理解されることを危惧してい

たからである。データの科学がデータサイ

エンスへと変容する中でこれが現実にな

ろうとしている。 

Davenport & Patil (2012)は、データサイエ

ンティストを説明する中で、クオンツに似

ていると表現している。クオンツは、当時

新しいアルゴリズムやデータ戦略ととも

に華々しくビジネスの世界で活躍したこ

とになっているが、その活躍の先に、ヘッ

ジファンドである LTCM （ Long-Term 

Capital Management）の破たんやリーマンシ

ョックがあることを考えれば、クオンツの

再生産はよいたとえではない。 

もちろんビッグデータを取り扱う人材

育成上コードの記述やデータ分析の能力

の育成も必要ではある。そのようなニーズ

が高まる事情も理解できる。しかし、必要

な能力はそれだけではない。そもそもデー

タは所与ではない。実際のデータは、何ら
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かの収集プロセスがあり、収集されたデー

タから分析を通じて有益な情報が引き出

される。しかし、偏った回収標本に対して

は、まずどのような偏りがあったかは理解

されなければならない。データサイエンス

人材には、データ分析と同様に、データ収

集プロセスの理解も求めなければならな

い。 

 考えてみれば、日本国内には、米国に見

られるようなサーベイメソドロジープロ

グラムの存在を聞かない。1946 年に創設の

ミシガン大学の調査研究センター（SRC，

Survey Research Center）では、1948 年以降、

毎年調査方法論専門のサマースクール

（ Summer Institute in Survey Research 

Techniques）が開催され、調査方法論の研究

成果を教育の形で還元するようになって

いる。ミシガン大学とメリーランド大学、

調査会社の Westat が調査研究法の大学院

教育課程である調査方法論共同プログラ

ム（Joint Program in Survey Methodology, 

JPSM）を開始したのも 1993 年であり、随

分と歴史を重ねている。彼我の差を埋める

のは難しいが、今からでも日本の調査教育

の充実を考えるべきであろう。 

 

（注） 

1 調査対象年齢は、2016 年度まで 20 歳以上、

2017 年度以降 18 歳以上と異なる。 

 

【参考文献】 

Abraham, Katharine G., Helms, H. & Presser, S. 

(2009) How social processes distort measurem- 

ent: the impact of survey nonresponse on 

estimates of volunteer work in the United States. 

American Journal of Sociology, 114(4), pp.1129-

65.  

Callegaro, M. & DiSogra, C. (2008) Computing 

Response Metrics for Online Panels. Public 

Opinion Quarterly, 72(5), pp.1008–1032. 

Davenport, T. H., and Patil, D. J. (2012) Data 

Scientist: The Sexiest Job of the 21st Century. 

Harvard Business Review 90(10), pp.70–76.（邦

訳、トーマス H. ダベンポート、D. J. パティ

ル（2013）「いま最も必要とされているプロフ

ェッショナル データ・サイエンティストほ

ど素敵な仕事はない」『Diamond ハーバード・

ビジネス・レビュー』（2013 年２月）38(2)、 

pp.84-95） 

Gallup, G. (1972) The sophisticated poll watcher's 

guide. Princeton, NJ: Princeton Opinion Press.

（邦訳、G.ギャラップ （1976）『ギャラップ

の世論調査入門』二木宏二訳、みき書房） 

林知己夫（1970）「身近な社会」統計数理研究所

国民性調査委員会（編）『第２ 日本人の国民

性』至誠堂、pp.75-110． 

林知己夫（1996）「データ解析からデータサイエ

ンスへ」『日経 BP ムック：データウエアハウ

スがビジネスを変える』日経 BP 社、pp.82-

87．（再掲：林知己夫著作集編集委員会編『現

象をさぐる―データの科学―』勉誠出版、

2004、pp.255-267） 

Hayashi, C. (1998) What is Data Science? 

Fundamental Concepts and a Heuristic Example. 

In Data science, classification, and related 

methods: proceedings of the Fifth Conference of 

the International Federation of Classification 

Societies (IFCS-96), Kobe, Japan, March 27-30, 

1996. 

林知己夫（2001）『データの科学』朝倉書店． 

林知己夫・高倉節子（1964）「予測に関する実證

的研究―選挙予測の方法論―」『統計数理研

究所彙報』12 巻１号、pp.9-86． 

林知己夫・鈴木達三 (1997) 『社会調査と数量化

―国際比較におけるデータの科学―（増補

版）』岩波書店． 



10 

 

Huber, Gregory A. & Celia Paris (2013) “Assessing 

the Programmatic Equivalence Assumption in 

Question Wording Experiments: Understanding 

Why Americans Like Assistance to the Poor 

More Than Welfare.” Public Opinion Quarterly, 

77(1), pp.385–397. 

Kennedy, Courtney, Mark Blumenthal, Scott 

Clement, Joshua D Clinton, Claire Durand, 

Charles Franklin, Kyley McGeeney, Lee 

Miringoff, Kristen Olson, Douglas Rivers, Lydia 

Saad, G Evans Witt, Christopher Wlezien (2018) 

An Evaluation of the 2016 Election Polls in the 

United States. Public Opinion Quarterly, 82(1), 

pp.1–33. 

Loftus, Elizabeth F. & Zanni Guido (1975) 

“Eyewitness testimony: The influence of the 

wording of a question.” Bulletin of the 

Psychonomic Society, 5(1), pp.86-88. 

松原望・松本渉(2025)「科学の方法論から社会の

方法論へ」松原望編『科学方法論としての統

計技法』（松原望監修「データの科学の新領域

1」）、勁草書房、pp.1-12. 

松本渉（2018）「信頼感に関するワーディングの

検討―組織と組織で働く人々はどの程度区

別されているか―」『新情報』106、pp.12-20. 

松本渉（2022）「データサイエンスの忘れ物」『情

報研究』54、pp.81-93. 

松本渉（2023）「日本人の社会貢献意識は低いの

か？」坂本治也編『日本の寄付を科学する－

利他のアカデミア入門－』明石書店、pp.63-

74． 

松本渉（2025a）「データの科学と調査の科学」

松本渉（編）『調査の論理』勁草書房、pp.231-

252． 

松本渉（2025b）「無回答誤差と調査票の返送時

期の関係―「高槻市と関西大学による高槻市

民郵送調査」の調査不能と項目無回答―」『統

計数理』第 73 巻第１号、117-139． 

Mayer-Schönberger, V. and Cukier, K. (2013) Big 

data : a revolution that will transform how we live, 

work and think. Boston, MA: Houghton Mifflin 

Harcourt.（邦訳、ビクター・マイヤー=ショー

ンベルガー・ ケネス・クキエ（2013）『ビッ

グデータの正体 : 情報の産業革命が世界の

すべてを変える』斎藤栄一郎訳、講談社） 

内閣府大臣官房政府広報室（2020）『社会意識に

関する世論調査 令和２年１月調査』内閣府

大臣官房政府広報室 

日本学術会議情報学委員会 E－サイエンス・デ

ータ中心科学分科会（2014）『提言 ビッグデ

ー タ 時 代 に 対 応 す る 人 材 の 育 成 』

（https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/koh

yo-22-t198-2.pdf） 

西平重喜（2009）『世論をさがし求めて―陶片追

放から選挙予測まで―』ミネルヴァ書房． 

Pew Research Center (2012) Assessing the 

Representativeness of Public Opinion Surveys 

(https://www.pewresearch.org/politics/2012/0

5/15/assessing-the-representativeness-of-pub 

lic-opinion-surveys/) 

Rasinski, Kenneth A. (1989) “The effect of question 

wording on public support for government 

spending,” Public Opinion Quarterly, 53(3), 

pp.388-394. 

坂元慶行（2010）「統計的日本人研究雑感－ある

国民性調査係の 36 年の思い出―」『統計数理』

58(1)、pp.61-82. 

Smith, Tom W. (1987) “That which we call welfare 

by any other name would smell sweeter: An 

analysis of the impact of question wording on 

response patterns,” Public Opinion Quarterly, 

51(1) pp.75-83. 

鈴木督久（2009）「世論調査の最近の動向」『社

会と調査』(3)、pp.13-19． 

鈴木督久（2021）『世論調査の真実』日経 BP・

日本経済新聞出版本部． 



11 

 

椿広計（2020）「システム科学とデータ科学」『横

幹』14(1)、pp.64-69． 

吉野諒三（2022）未回収層のプロファイリング : 

「信頼感」で読み解く世論調査の標本バイア

ス、行動計量学、49(2)、pp.147-17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者プロフィール 

 

松本 渉（まつもと わたる） 

2004年東京大学大学院新領域創成科

学研究科博士課程修了。博士（国際協

力学）。統計数理研究所助手、助教、関

西大学総合情報学部准教授を経て、

2017年より関西大学総合情報学部教授。

専門分野は、社会調査論・非営利組織

論。 

 著書に、『社会調査の方法論』（丸善

出版，2021）、編著『調査の論理』（勁草

書房，2025）、松原望との共著『Excel で

はじめる社会調査データ分析 改訂

版』（丸善出版，2025）などがある。 

 


	新情報誌113号 1
	新情報誌113号 2
	新情報誌113号 3
	新情報誌113号 4
	新情報誌113号 5
	新情報誌113号 6
	新情報誌113号 7
	新情報誌113号 8
	新情報誌113号 9
	新情報誌113号 10
	新情報誌113号 11

